応募書類一覧表（元東山営業所　入居事業者募集）
	応募書類
	備　　考
	原本
	写し

	⑴　事業申込書
	様式１
	１部
	－

	⑵　提案賃料の額計算書
	様式２
	６部

	⑶　事業提案書類
	事業内容、商品又はサービスの内容、管理運営の方法、業務執行体制等が分かるもの。体裁は自由
	６部

	⑷　レイアウト、平面図及びイメージ図
	施設の活用イメージが分かるもの。体裁は自由
※イメージ図は既存・類似テナントの写真も可
	６部

	⑸　過去の関連事業の実績
	体裁は自由
	６部

	⑹　資金計画書
	様式３
	６部

	⑺　収支見込み
	様式４　
	６部

	⑻-1　決算書類
	［法人のみ］申込日の直近３事業年度分
※営業管理費、製造原価が分かる資料を含む
	６部

	⑻-2　確定申告書の写し
	［個人のみ］申込日の直近３年分
	６部

	⑼　誓約書
	様式５
	１部
	－

	⑽　許認可書類の写し
	事業内容が許認可事業の場合
	１部
	－

	⑾　京都市暴力団排除条例に係る誓約書
	様式６
	１部
	－

	⑿-1　登記事項証明書（履歴事項全部証明書）又は登記簿謄本
	［法人のみ］申込日の前３か月以内に発行されたもの
	１部
	－

	⑿-2　住民票の写し
	［個人のみ］申込日の前３か月以内に発行されたもの
	１部
	－

	⒀　納税証明書（国税）
	国税等（法人税又は所得税と消費税）（直近分）
納税証明書（「その３の３」又は「その３」）
	１部
	－

	⒁　納税証明書（市税）
	京都市税（法人市民税と固定資産税）（直近分）
［法人のみ］法人市民税：京都市内に事業所等が所在する場合

［個人のみ］市民税：京都市内において課税のある場合
※固定資産税：京都市内に固定資産（土地・家屋に限る）を所有する場合
	１部
	－

	⒂　調査同意書（水道料金・下水道使用料）
	様式７京都市内に事業所等を有する場合
	１部
	－


· ⑴～⑽は全ての方、⑾以降は有資格者名簿に登録がない方のみが提出ください。
様式１から７について、個人による申込みの場合は、所在地を住所に、法人名、代表者名等を氏名にそれぞれ読み替えたうえで、御記入ください。

様式１
事　業　申　込　書

令和　　年　　月　　日　

京都市公営企業管理者
上下水道局長　様
所在地

法人名

代表者
元東山営業所 入居事業者募集要項の趣旨及び内容を十分理解したうえで、下記のとおり事業を申し込みます。
	業　　種
	

	主な取扱品目　

又はサービス内容
	

	資本金
	

	従業員数
	

	支店・事業所の概要
	

	提案賃料
	円／年

	希望契約期間
	年
（５年～１０年の期間を年単位で記載してください）

	希望営業時間
	　　時　　分 ～　　　時　　分
	定休日
	

	担　当（連絡先）
	担当者氏名：　　　　　　　　　　所属部署：

	
	住　所：〒　　　－

	
	ＴＥＬ：　　　－　　　－　　　　ＦＡＸ：　　　－　　　－

	
	E-mail：　　　　　　　@

	備　　考
	


様式１
事　業　申　込　書

令和　　年　　月　　日　

京都市公営企業管理者
上下水道局長　様
所在地

法人名

代表者
元東山営業所 入居事業者募集要項の趣旨及び内容を十分理解したうえで、下記のとおり事業を申し込みます。
	業　　種
	各種商品小売業

	主な取扱品目　

又はサービス内容
	　　雑貨販売

	資本金
	　　３００万円

	従業員数
	　　２０名

	支店・事業所の概要
	　　本店のほかに、西京区、大阪市内にもそれぞれ小売店舗を有する

	提案賃料
	
円／年

	希望契約期間
	１０年
（５年～１０年の期間を年単位で記載してください）

	希望営業時間
	８時００分　～　２２時００分
	定休日
	なし

	担　当（連絡先）
	担当者氏名：　○○　○○　　　　　所属部署：○○

	
	住　所：〒　　○○○－○○○○

　　○○○○○○○○○○○○

	
	ＴＥＬ：○○○－○○○―○○○○　ＦＡＸ：○○○－○○○―○○○○

	
	E-mail：○○○＠○○○　

	備　　考
	　年末年始（12/29～1/3）休業予定　

（記入例に関わりなく，諸条件等があれば，記載してください。）


様式３
資金計画書
（事業資金の調達計画）

　法人名（　　　　　　　　　　　　）

単位：千円

	必要資金
	資金調達

	項　目
	金　額
	項　目
	金　額

	内装等工事費
	
	自己資金
	

	什器・備品等
	
	借入金

※年間返済予定額

　　　　　　　　千円/年
	

	保証金
（提案賃料の３か月分）
	
	増資・資産売却等
	

	その他
	
	その他
	

	合　計
	千円
	合　計
	千円


様式４
収支見込み
　法人名（　　　　　　　　　　　　）

単位：千円

	項　目
	初年度
	次年度以降
	摘　要

	①売上高
	
	
	

	②売上原価
	
	
	

	　経　　　　費
	人件費

使用料

物件費

その他費用
	
	
	※光熱水費、備品・修繕費等

※販促費、租税公課、
　　支払利息、通信費、
減価償却費等

	
	③経費合計
	
	
	

	損益（①－②－③）
	
	
	


様式５
誓　約　書
私は、京都市が実施する「京都市上下水道局　元東山営業所 入居事業者募集要項」の申込みに当たり、次の事項を誓約します。
１　事業申込書の提出に際し、「京都市上下水道局　元東山営業所 入居事業者募集要項」（以下「要項」という。）について十分理解し、承知のうえで申し込み、参加します。
２　応募資格要件等、要項に定める必要な資格を満たしています。
京都市公営企業管理者
上下水道局長　様
令和　　年　　月　　日
所在地：
法人名：
代表者：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
担当者：
連絡先：
様式６
誓　　約　　書
	（宛先）
京都市公営企業管理者上下水道局長
	　　　　　　　　年　　　月　　　日

	誓約者の住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）
	誓約者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者名）
電話　　　　　－　　　　

	

	暴力団排除条例第２条第４号に規定する暴力団員等に該当しないことを誓約します。
誓約者並びに京都市暴力団排除条例第２条第４号イに規定する役員及び使用人並びに同号ウに規定する使用人が、同条第５号に規定する暴力団密接関係者に該当しないことを誓約します。

	誓約者並びにその役員及び使用人の名簿

	役職名又は呼称
	氏名
	フリガナ
	生 年 月 日
	性　別

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注　誓約者並びにその役員及び使用人の名簿の欄は、次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に掲げる者について記入してください。
⑴　誓約者が法人である場合　京都市暴力団排除条例第２条第４号イに規定する役員及び使用人（市長等又は指定管理者が全ての使用人について記入することが困難であると認めるときは、市長等又は指定管理者が指定する使用人に限る。次号において同じ。）
　　⑵　誓約者が個人である場合　誓約者及び京都市暴力団排除条例第２条第４号ウに規定する使用人
様式６
誓　　約　　書
	（宛先）
京都市公営企業管理者上下水道局長
	　　　　　　令和○○年○○月○○日

	誓約者の住所（法人にあっては、主たる事務所の所在地）
京都市○○区○○町○○番地
	誓約者の氏名（法人にあっては、名称及び代表者名）
電話　075－XXX－XXXX　
○○○○株式会社
代表取締役　水道 太郎

	

	暴力団排除条例第２条第４号に規定する暴力団員等に該当しないことを誓約します。
誓約者並びに京都市暴力団排除条例第２条第４号イに規定する役員及び使用人並びに同号ウに規定する使用人が、同条第５号に規定する暴力団密接関係者に該当しないことを誓約します。

	誓約者並びにその役員及び使用人の名簿

	役職名又は呼称
	氏名
	フリガナ
	生 年 月 日
	性　別

	代表取締役
	水道　太郎
	ｽｲﾄﾞｳ　ﾀﾛｳ
	S11.1.1
	男

	取締役
	○○　○○
	○○　○○
	○○○○
	○

	取締役
	○○　○○
	○○　○○
	○○○○
	○

	取締役
	○○　○○
	○○　○○
	○○○○
	○

	監査役
	○○　○○
	○○　○○
	○○○○
	○

	○○支店長
	○○　○○
	○○　○○
	○○○○
	○

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


注　誓約者並びにその役員及び使用人の名簿の欄は、次に掲げる区分に応じ、それぞれ次に掲げる者について記入してください。
⑴　誓約者が法人である場合　京都市暴力団排除条例第２条第４号イに規定する役員及び使用人（市長等又は指定管理者が全ての使用人について記入することが困難であると認めるときは、市長等又は指定管理者が指定する使用人に限る。次号において同じ。）
　　⑵　誓約者が個人である場合　誓約者及び京都市暴力団排除条例第２条第４号ウに規定する使用人
様式７
調査同意書（水道料金・下水道使用料）
	（宛先）
　京都市公営企業管理者上下水道局長
	
	　年 　　月  　日

	
	
	　　　枚のうち　　　枚目


	所在地


	商号又は名称


	代表者の職･氏名



　水道料金及び下水道使用料の納付状況について、下記の内容に基づき、京都市が関係公簿を調査することに同意します。
記
１　調査対象となる水道使用者名義の有無の申告
＊　いずれかの□に必ずチェックを入れてください。
＊　調査対象となる水道使用者名義が「ある」場合と「ない」場合の区別は裏面を御確認ください。
	
	調査対象となる
水道使用者名義がある
	
	
	調査対象となる
水道使用者名義がない




２　京都市の水道料金・下水道使用料のお客さま番号等
	検針区
	使用者コード
	水栓番号
	使用者名

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


注　検針区、使用者コード、水栓番号及び使用者名の欄は、「水道使用水量のお知らせ」に記載されている内容を正確に記入してください。
	
	
	
	



	水道料金・下水道使用料の納付状況の
調査対象となる水道使用者名義の有無について

	　表面１の「調査対象となる水道使用者名義の有無の申告」については、下記の区別により、該当する方にチェックを入れてください。
　「ある」に該当するときは、併せて、表面２「京都市の水道料金・下水道使用料のお客さま番号等」に、該当する事業所等のお客さま番号等を記入してください（行が不足する場合は、適宜追加してください。複数枚数可。）。
【調査対象となる水道使用者名義がある場合】
　次の①又は②のいずれかに該当する場合
①　法人の場合：京都市内に事業所、事務所等（以下「事業所等」といいます。）があること。
　＊　使用者名義は、「水道使用水量のお知らせ」等で確認できます。
　＊　複数の事業所等がある場合は、そのうち一つでも上記に該当すれば、「調査対象となる水道使用者名義がある」にチェックを入れ、該当する全ての事業所等のお客さま番号等を記入してください。
　＊　代表者の個人名義は、含みません。
②　個人の場合：京都市内に住所（事業所在地を含む。）を有していること。
【調査対象となる水道使用者名義がない場合】
　上記に該当しない場合の例
（法人の場合）
・　京都市内に事業所等がない場合
・　ビル又はマンション等で家主に支払う賃借料（共益費）に水道料金等が含まれているなど、直接に水道の使用者名義になっていない場合
・　工事現場等における一時使用（臨時栓を含む。）　　など
　（個人の場合）
・　京都市内に住所（事業所在地を含む。）を有していない場合


記入例





提案賃料の額計算書（様式２）の合計金額を記載してください。





記入例





（表面）





調査対象となる水道使用者名義がある場合は下記２に記入してください。





（裏面）








